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別紙2　事業用地（拡大図）

事業用地

敷地面積：約1,800㎡

別紙2　事業用地（拡大図）
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別紙3（1）　事業用地測量資料
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別紙3（2）　樹木調査表別紙3（2）樹木調査表
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別紙4(1)　地質資料（ボーリング位置図）
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別紙4(2)　ボーリング柱状図（No.1）別紙4（2）ボーリング柱状図（No.1）
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別紙4(2)　ボーリング柱状図（No.2）別紙4（2）ボーリング柱状図（No.2）





 

別紙 5（1） 汚泥消化槽投入汚泥量、消化ガス発生量及び汚泥消化槽への供給熱量の変動実績 

汚泥消化槽投入汚泥量、消化ガス発生量及び汚泥消化槽への供給熱量の 5 年間の変動実績を図 

1～図 3 に示す。 

11 月は現 PFI 事業の消化ガス発電設備の点検の影響のため、汚泥消化槽投入汚泥量を低減し

ているため、消化ガス発生量及び汚泥消化槽への供給熱量が少なくなっている。 

現 PFI 事業の常用発電施設は本事業の開始後に停止となり、点検による影響が無くなるため、

11 月も消化ガスは安定的に供給する。 

 
図 1 汚泥消化槽投入汚泥量の年間変動実績（平成 29 年度～令和 3 年度） 

 
 図 2 消化ガス発生量の年間変動実績（平成 29 年度～令和 3 年度） 

 

 図 3 汚泥消化槽への供給熱量の年間変動実績（平成 29 年度～令和 3 年度） 

  



 

別紙 5（2） 消化ガス性状実績 

脱硫塔入口の消化ガス性状を表 1 に示す。 

 

表 1 消化ガス性状 

採 取 場 所：東京都大田区昭和島二丁目 5 番 1 号 

森ヶ崎水再生センター 東処理施設 

天    候：8 月 18 日 雨（外気温：27.7℃）、12 月 5 日 曇（外気温：8.7℃） 

 

 

 

試 料 名 ：  脱硫塔入口 

試料の種類 ：消化ガス          採取年月日：令和 4 年 8 月 18 日、12 月 5 日 

測定の対象及び単位 
測定の結果 

（8/18 測定） 

測定の結果 

（12/5 測定） 
定量下限 測定の方法 

水分量 vol％ 3.2 1.1 0.1 JIS Z 8808(2013) 

総発熱量 kJ/Nm³ 23260 23540 － JIS K 2301(2011)-8.2 

kcal/Nm³ 5540 5610 － 

真発熱量 kJ/Nm³ 20920 21170 － 

kcal/Nm³ 4980 5040 － 

水素 vol％ 0.1 未満 0.1 未満 0.1 JIS K 0114(2012) 

酸素 vol％ 0.1 未満 0.1 未満 0.1 

窒素 vol％ 0.3 0.6 0.1 

二酸化炭素 vol％ 40.9 40.4 0.1 

メタン vol％ 57.5 58.9 0.1 

一酸化炭素 vol％ 0.1 未満 0.1 未満 0.1 

硫化水素 volppm 990 1900 0.1 JIS K 0108(2010) 

窒素酸化物 volppm 2.5 未満 2.5 未満 2.5 JIS K 0104(2011)-7.3 

アンモニア volppm 2.5 未満 2.5 未満 2.5 JIS K 0099(2020)-8.2 

デカメチルテトラシロキサン(L4) volppm 0.010 0.008 0.001 固体捕集-加熱脱着 

ガスクロマトグラフ質量

分析法 

オクタメチルシクロテトラシロキサン(D4) volppm 0.17 0.083 0.001 

デカメチルシクロペンタシロキサン(D5)  volppm 1.3 1.2 0.001 

水溶性ケイ素 mg/Nm³ 3.5 8.8 0.1 JIS K 0083(2017)-8.4 

ノナン mg/Nm³ 0.22 0.17 0.001 固体捕集-加熱脱着 

ガスクロマトグラフ質量

分析法 

デカン mg/Nm³ 1.6 0.94 0.001 

テトラデカン mg/Nm³ 1.1 0.13 0.001 

リモネン mg/Nm³ 0.26 2.9 0.001 



 

測定の対象及び単位 
測定の結果 

（8/18 測定） 

測定の結果 

（12/5 測定） 
定量下限 測定の方法 

タ 

ー 

ル 

分 

ナフタレン mg/Nm³ 1 未満 1 未満 1  

 

 

 

 

 

 

 

固体捕集-加熱脱着 

ガスクロマトグラフ

質量分析法 

アセナフチレン mg/Nm³ 1 未満 1 未満 1 

アセナフテン mg/Nm³ 1 未満 1 未満 1 

フルオレン mg/Nm³ 1 未満 1 未満 1 

フェナントレン mg/Nm³ 1 未満 1 未満 1 

アントラセン mg/Nm³ 1 未満 1 未満 1 

フルオランテン mg/Nm³ 1 未満 1 未満 1 

ピレン mg/Nm³ 1 未満 1 未満 1 

ベンズ[a]アントラセン mg/Nm³ 1 未満 1 未満 1 

クリセン mg/Nm³ 1 未満 1 未満 1 

ベンゾ[b]フルオランテン mg/Nm³ 1 未満 1 未満 1 

ベンゾ[k]フルオランテン mg/Nm³ 1 未満 1 未満 1 

ベンゾ[e]ピレン mg/Nm³ 1 未満 1 未満 1 

ベンゾ[a]ピレン mg/Nm³ 1 未満 1 未満 1 

インデノ[1,2,3-cd]ピレン mg/Nm³ 1 未満 1 未満 1 

ジベンズ[a,h]アントラセン mg/Nm³ 1 未満 1 未満 1 

ベンゾ[ghi]ペリレン mg/Nm³ 1 未満 1 未満 1 

PAH 合量 mg/Nm³ 1 未満 1 未満 1 

 

 また、参考として脱硫塔出口のメタン濃度、真発熱量、硫化水素濃度の 5 年間の変動実績を図 

4～図 6 に示す。 

  

 

 

  

特記事項 

単位 kJ/Nm3 及び kcal/Nm3 は、標準状態(0℃,101.32kPa)における発熱量です。 

単位 mg/Nm3 は、標準状態(0℃,101.32kPa)における質量濃度です。 

窒素酸化物、アンモニア、水溶性ケイ素は dry ベースでの分析結果となります。 



 

 

※令和 2 年度 4 月は未測定である。 

図 4 メタン濃度の 5 年間変動実績（平成 29 年度～令和 3 年度） 

 

 
※令和 2 年度 4 月は未測定である。 

図 5 真発熱量の 5 年間変動実績（平成 29 年度～令和 3 年度） 

 

 

※令和 2 年度 4 月は未測定である。 

図 6 硫化水素濃度の 5 年間変動実績（平成 29 年度～令和 3 年度） 
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別紙　　消化ガス、温水、上水、生活排水／プラント排水及び雨水排水接続位置の責任分界点及び敷設状況

上水の責任分界点は事業用地周辺の既設上水配管から分岐取水とする。

新着水井

6

雨水の責任分界点は事業用地周辺の雨水桝とする。

事業用地



別紙7 電力の責任分界点

事業範囲



別紙8 計装信号の責任分界点

事業範囲
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別紙９ 　温水の責任分界点と供給先
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別紙  （ ）　三次処理水の責任分界点10　1
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圧力式高速繊維ろ過

別紙９（２）　三次処理水設備フロー別紙10（2）三次処理水設備フロー



別紙11 三次処理水設備（事業者用送水ポンプ）の電源供給の責任分界点

事業範囲



電源供給元の既設低圧主幹盤２

縮尺（Ａ１）1/200

別紙12（1） 三次処理水設備の電源供給位置（既設低圧主幹盤2）
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別紙  （ ）　三次処理水の電源供給位置（設置場所）12　2
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別紙  （ ）　事業用地平面図（地下埋設物）　16 1
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　16 2

※ 近接程度の判定方法の詳細は、「近接工事設計施工マニュ
　 アル（東日本旅客鉄道株式会社）」を参照のこと


